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1. 本論文の構成  
 本論文は，以下の構成からなっている。 
 
  はしがき 
  第 1 部 被用者給付制度における権利擁護の法理 
   第 1 章 エリサ法の概要  
   第 2 章 積極的情報提供信認義務  
   第 3 章 HMO に関する信認法理  
   第 4 章 退職者医療給付に関する保護法理  
  第 2 部 アメリカ社会保障法の権利擁護制度  
   第 1 章 公的年金制度の概要  
   第 2 章 代理受取人制度の概要  
   第 3 章 代理受取人制度の運用状況  
   第 4 章 代理受取人制度の現地調査  
   第 5 章 代理受取人による給付の不正使用  



























































3. 章ごとの要旨  
 第 1 部 























 第 2 章は，積極的情報提供信認義務について論じる。積極的情報提供信認義務は，エリ
サ法の定める文書配布義務等の定型的情報提供義務とは異なる。積極的情報提供信認義務






















































HMO に一定額を支払って加入すれば，加入者は HMO と提携する医療機関を無料または

















年金(第 2 章)に限らず，医療給付(本章)にも及ぶことを明らかにした。 





 第 2 部 









で支援を受けている受給者は約 850 万人(2011 年)である。つまり，社会保障給付の全受給
者のうち 7 人に 1 人（約 14％）が代理受取人によって社会保障給付を受給している。850
万人という利用者数は，日本の類似制度である日常生活自立支援事業の利用者約 4 万人
(2012 年)の 210 倍を超える数字となる。代理受取人に支給される社会保障給付の１年間の




 第 3 章は，代理受取人制度の運用状況を全国調査の資料をもとにその実態を明らかにす
る。代理受取人の実態，それを利用する受給権者の特徴や求めるニーズを明らかにする。 












































































































 さらに，本論文の主張(第 1 部の積極的情報提供信認義務に関する法理や第 2 部の代理受
取人制度)は，わが国にどういった点に示唆を与えるものであるのか，より突っ込んだ指摘
が望まれるところである。 















リカ法に発表した論文「アメリカにおける高齢者の所得保障」 (2008 年，本論文第 1 部第
1 章，第 2 部第 1 章)，日本成年後見法学会の学会誌である成年後見法研究に発表 (2011 年)
した論文「アメリカの代理受取人制度」(本論文第 2 部第 2 章)などからなっている。初出
一覧には入っていないが，日本社会保障法学会の学会誌である社会保障法に発表した論文
「社会保障におけるインフォームド・ディシジョン－エリサ法の積極的情報提供信認義務
を素材に－」(2007 年 社会保障法 22 号 75 頁)や「アメリカ社会保障法における意思決定

















 以上，「4. 本論文の意義と評価」と「5. 本論文に至る若干の経緯」を踏まえ，本小委
員会は，大原利夫氏が研究能力および学位請求論文に示される研究到達度双方において，
博士(法学)の学位を受けるに十分値すると全会一致して結論するに至った。 
 
以上 
